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第２章 産学官連携の変遷と現状  
２ -１ 日本における産学官連携の歴史的経緯  
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州第 731 部隊）にも「技師と呼ばれる非軍人研究者が 20 人前後」おり，東京軍医学校







のである 12。  
 ところで，大学と産業界を結ぶ実質的な制度は 1890 年の「官立学校及び図書館会計
法」によって示された寄付金が端緒であった。この会計法は第二次大戦戦前期を通じ
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わり，これが大企業から個々の大学教授への奨学寄附金の実態だった」とされる 15。  
このように奨学寄付金制度は産学官連携の経路として重要な役割を果たした。それ
に対しては「わが国の硬直的な研究資金助成制度を補完する貴重な研究費として，国
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あったものの，1980 年代まで根強く残ったとされる 18。  
 




たらし，50 年代後半からの高度成長，さらに 50 年代末からの各企業での中央研究所
ブームにつながった」といえるが，朝鮮戦争の特需を支えたのは外国からの技術導入
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り，この要請に応えるために 1960 年代後半から 70 年代の半ばまで理工学部の定員が
大幅に拡大された。その一方で政府は「大学の研究環境の改善には消極的だった」と
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26 Bush, Vannevar., Science-the Endless Frontier: A Report to the President on a Program for 











ーションは実現できないと指摘した 28。  
 
図２-２ イノベーションシステムにおけるチェーンリンク・モデル 
1999 年版「科学技術白書」より。  
                                                   



























「産学官連携」という語は「1981 年以降に出現し 1995 年以降定着した語」であり，
「1960 年代から 70 年代にかけて様々な議論がされた『産学共同』という言葉とは明
らかに異なる言葉」であるという 29。川口らはその背景として，1960 年代から 70 年代
                                                   
29 河口真紀 ,中村宏 ,「産学連携のメタ研究：メディアにおける『産学連携』という言葉の出現と変遷に

























続いて 1996 年には「地域研究開発促進拠点支援事業」（RSP：Regional Science 
22





者への移転の促進に関する法律（大学等技術移転促進法 /TLO：Technology Licensing 













































                                                   
31 Mowery, David C., Richard R. Nelson, Bhaven N. Sampat,  and Arvids A. Ziedonis, “The Growth of 
Patenting and Licensing by U.S. Universities: An Assessment of the Effects of the Bayh -Dole Act of 
1980” Research Policy 30, 2001,p.116. 


































Japan Science and Technology Agency）が「重点地域研究開発推進事業」を開始し，
「RSP 事業」の一部を引き継いで「シーズ育成試験（後のシーズ発掘試験）」を開始す
                                                   
33 前掲書 ,p.19. 






















金調達」が深刻であるという 39。  
大学等に関する産学官連携制度の整備と法人化を含む制度改革が進む一方で，教
                                                   
35 JST の制度が他の省庁・機関による中小企業向け支援制度と異なるのは ,大学の知を活用することが
要件とされる場合が多い点にあった。  





38 日本経済研究所 ,「大学発ベンチャーに関する基礎調査実施報告書」 ,経済産業省 ,2009. 













































２ -２ 産学官連携の国際比較  





















て大学工学部の教員となることも」多かったという 41。  
一方，総合大学の中に工学部を設置する取り組みと並行して，1824 年に設立された
レンセラー工科大学（Rensselaer Polytechnic Institute: RPI）や 1865 年に設立され




MIT は 19 世紀末の産業ニーズに合致した「物理学実験室を設置するなど先駆的な工
学教育を行うとともに，物理学と機械工学を融合した電気工学や科学と機械工学を融
合した化学工業を独自に開拓」することで産業界への人材供給源として機能した。1920
                                                   
40 Glaeser, Edward L., “Reinventing Boston:1640-2003” NBER Working Paper No.10166, 2003. 












1930 年に学長に就任した物理学者のコンプトン (Karl Compton)であった。ただしコン
プトンは産学官連携を否定したわけではなく，コンサルティング活動を週に一回とす








技術関連予算は 1940 年に 3,100 万ドルだったものが 1980 年には 30 億ドルへと百倍
になった 45。こうした軍事研究は 1960 年代末からの反戦運動の中で批判されることに
                                                   
42 前掲書 ,p.70. 
43 前掲書 ,p.71. 
44 前掲書 ,p.77. 
45 Krimsky, Sheldon, Science in the Private Interest: Has the Lure of Profits Corrupted Biomedical 
Research?, Rowman & Littlefield Publishers, 2003. 
31
なるが，ともかく MIT は「戦時中と冷戦時代の軍からの支援によって超一流になった」




によって 1891 年に設立された。1925 年，このスタンフォード大学に非常勤教員とし
て赴任したのが MIT のブッシュの元で博士号を取得したターマン (Frederic Terman)
であった。ターマンの教え子であるヒューレット (William Hewlett)とパッカード
(David Parckard)が 1939 年に設立したのがヒューレット・パッカード社であり，後の
シリコンバレーの核をなす企業のひとつともなった。ターマンはヒューレッド・パッ












                                                   
46 宮田由紀夫 ,『アメリカにおける大学の地域貢献』中央経済社 ,2009,p.78. 
47 Hulsink, Willem., and Hans Dons, Pathways To High-Tech Valleys And Research Triangles: 
Innovative Entrepreneurship, Knowledge Transfer and Cluster Formation in Europe and the 
United States, Springer-Verlag, 2008, p.63. 
48 宮田由紀夫 ,『アメリカにおける大学の地域貢献』中央経済社 ,2009,p.79. 
32
入居企業が活動を開始した 1953 年以降，1980 年代まで規模を拡充し続けた。スタン
フォード大学のウェブサイトによると，現在では 700 エーカーの敷地に 162 の建物，
150 社の入居企業，20,000 人の従業員を擁する規模に成長している 49。  
スタンフォード大学には 1970 年から技術移転室（Office of Technology Licensing: 
OTL）が設置されている。OTL は日本でも TLO として政策的に推進されたことは既
に述べた。この OTL 設置の契機となったのはライマース（Niels Reimers）の存在で
あったといわれる。ライマースは大学の保有する特許の積極的なマーケティングの重







の全国組織である全米大学技術移転マネージャ協会（ AUTM： Association of 
University Technology Managers）の共同創設者ともなったことから「Father of 
Technology Licensing」とも呼ばれる。現在はコンサルタントとして全世界の大学を





National Institutes of Health (NIH) (1946 年 ) や National Science 
                                                   
49 Stanford Research Park Leasing Information, 
http://lbre.stanford.edu/realestate/leasing_information, (検索日：2012 年 7 月 1 日 ) 
50 渡部俊也 ,隅藏康一 ,『TLO とライセンス・アソシエイト－新産業創生のキーマンたち』 ,BKC,2002. 
33
Foundation(NSF)(1950 年 )といったファンディング機関が設置されて大学資金におけ
る競争的資金の割合が高まり，RA の役割も重要性を増していった。同時に RA の全米
的な組織の設立も進んだ。1947 年には情報交換や RA の育成等を目的として The 
National Conference on the Advancement of Research (NCAR)が設立された。NCAR
は 1959 年に National Council of University Research Administrators（NCURA）へ
と改組され今日に至っている。1948 年には政府と大学等の契約に関するニーズに応え
るために Council on Government Relations (COGR) 51が設置された。他にも RA の
スキル向上を目的とする The Society of Research Administrators International 
(SRA) （1967 年）や不正防止を推進する US Office of Research Integrity (ORI)（1992
年）などが設立されている。  
1960 年代には RA を組織する Office of Sponsored Program(OSP)や Office of 
Research Administration(ORA)が研究大学を中心に設置されていった 52。1980 年代以









                                                   
51 1979 年から Council on Government Relations に改称された。  
52 Kulakowski, Elliott C., and Lynne U Chronister, Research Administration and Management, 
Jones and Bartlet Publishers, 2006. 
53 斎藤尚樹 ,前田昇 ,計良秀美 ,杉浦美紀彦 ,俵裕治 ,岩本如貴 ,「地域イノベーションの成功要因及び促進政
策に関する調査研究－『持続性』ある日本型クラスター形成・展開論－」,文部科学省科学技術政策研究
所 ,2004,p.50. 
54 Kenney, Martin., Understanding Silicon Valley: The Anatomy of an Entrepreneurial Region , 

























                                                   
55 宮田由紀夫 ,『アメリカにおける大学の地域貢献』 ,中央経済社 ,2009. 


















 米国では URC（University Research Center）が各大学に設置されており，「米国
イノベーション戦略」で示されるような各種の取り組みを大学に受け入れる窓口とし
て機能している。URC は NSF などの連邦政府のファンディング機関や州政府，産業
界からの資金を受け入れており，米国全土に「数百」設置されている。URC が受け入
れている資金は「産業界から大学への提供資金全体の７割を占め」るという 58。  
 米国では大学が外部資金を獲得する際の業務を専門に担う RA が発達していること
は既に述べた。スタンフォード大学では「2005 年の外部資金収入は 10 億ドルであり，
                                                   
57 前掲書 ,p.151. 
58 前掲書 ,p.156. 
36
Office of RA には 121 名のスタッフが働いている」という。さらに「年間 3,000 件の
提案書作成」，「4,500 件の外部資金による研究プロジェクトのマネジメント」，「10
万件の設備資産の管理」，「間接経費の策定・申請・交渉の実施」，「RA の育成と資
格管理プログラムの運用」等を実施している 59。RA 制度は 2000 年代になって日本へ
の導入が検討され近年になって徐々に導入が進められている。  
 本研究が特に注目するのは中小企業が参画する産学官連携であるが，米国連邦政府
が運用する小規模企業への支援制度としては，SBIR(Small Business Innovation 
Research)や SBTT(Small Business Technology Transfer)がある。これらはともに
SBA(Small Business Administration)が調整役となり，省庁横断的に複数の機関の予
算で運用されている。SBIR は各省庁が研究開発予算の 2.5％を SBIR に拠出するもの
で，  11 省庁が参加している。SBIR は 1982 年に設立され，数度の認可を経て現在は













                                                   
59 前掲書 ,pp.79-80. 
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てフレームワーク・プログラム（Framework Program : FP）がある。FP は学術研究
の支援はもちろんのこと，人材育成や研究開発環境の整備をも含む包括的なプログラ





                                                   
60 田柳恵美子 ,「21 世紀の大学像への模索－欧州の産学連携に見る 2 つの大きな潮流」,『産学官連携ジ
ャーナル』 ,2009 年 11 月号 ,p.46. 




られた。それが FP７では 533 億ユーロとなり，プログラムの期間も７年へと拡大され






Program）で支援する 10 の重点領域を表２ -１に示す。  
 
                                                   
62 土屋大洋 ,「セマテックの分析－米国における共同コンソーシアムの成立と評価－」 ,『法学政治学論
究』 ,28,1996,pp.529-530. 
63 533 億ユーロは EU 予算であり ,これに民間企業から同額の出資が義務付けられていることから総額
では 1000 億ユーロ規模となる。  
64 欧州委員会ウェブサイト , http://ec.europa.eu/research/evaluations/index_en.cfm?pg=home（検索
日：2013/02/24）  
65 市岡利康 ,「汎欧州の産学連携支援の仕組：FP7 とその周辺」,『研究技術計画』,25(3/4), 2010,p.299.  
39
 








保険  61.00  
食料・農業・漁業・バイオテクノロジー（KBBE） 19.35  




エネルギー（原子力を除く）  23.50  
環境(気候変動を含む）  18.90  
運輸（航空を含む）  41.60  
社会経済科学・人文科学（SSH）  6.23  
宇宙  14.30  
安全  14.00  
計  324.13 
欧州委員会資料 DECISION No.1982/2006/EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT 
AND OF THE COUNCIL of 18 December 2006 をもとに作成。  
 
図２-５に示されているように FP７に対してロードマップを提案する組織として
ETP（European Technology Platform）がある。ETP は欧州全体の中長期的な科学技
術の研究戦略（Strategic Research Agenda: SRA）を作成する役割も担っており，FP
を日本における科学技術基本計画になぞらえるなら ETP は総合科学技術会議のような
存在といえるかもしれない。ETP が設定したロードマップは FP による共同研究助成
の優先テーマに反映される。  













350 億ユーロの国債を発行し，官民で 600 億ユーロを「（１）高等教育と人材育成（110











                                                   
66 京都大学産官学連携本部 ,欧州における産学官連携支援に関する調査研究 ,2009,p.2. 
67 Ministére de l'Enseignement supérieur et de la Recherche, "Les PME, des acteurs méconnus de la 
recherché en France" Note d'Information No.13.01, 2013. 

























                                                   
69 吉村英俊 ,徳永篤司 ,「ドイツの産学連携にみる新事業の創出促進策」 ,『関門地域研究』 ,13,2004. 
70 田柳恵美子 ,「21 世紀の大学像への模索－欧州の産学連携に見る 2 つの大きな潮流」,『産学官連携ジ
ャーナル』 ,2009 年 11 月号 ,p.46. 
71 みずほ総合研究所株式会社 ,「北欧等における技術移転市場の動向に関する調査研究」 ,2009. 
43
２ -２ -４ アジアの産学官連携  
 急速な経済成長を遂げるアジア各国でも産学官連携は成長の原動力の一つとなって
いる。ここでは韓国と中国の例を挙げて，アジアにおける産学官連携の現状を示す。  







散のための研究・開発」であるとされる 72。1997 年の経済危機とそれに続く IMF の介
入によって韓国経済は大きな混乱を経験することとなった。これを教訓として韓国政
府は一部の大財閥だけではなく中小企業の技術力の向上による新産業の育成を志向す






の 3 点が推進されている 74。  
韓国は欧米に比べて日本と似た自治制度を持っており，韓国が実施している産学官
連携政策は日本のものと類似している。その効果についても特筆すべきものがあると
                                                   
72 九州大学知的財産本部 ,「アジアにおける産学官連携支援に関する調査研究」 ,2009,p.5. 
73 前掲書。  
























                                                   
75 九州大学知的財産本部 ,「アジアにおける産学官連携支援に関する調査研究」 ,2009,p.44. 
76 前掲書 ,p.89. 
77 上野泉 ,山下泰弘 ,富澤宏之 ,近藤正幸 ,「中国における科学技術活動と日中共著関係」,調査資料 123,文
部科学省科学技術政策研究所 ,2006. 
78 阪彩香 ,桑原輝隆 ,「科学研究のベンチマーキング 2012－論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本









最重要視している」という 79。  
九州大学の調査報告書ではアジアの産学官連携について共通点や特色があるとして
下記の８つを挙げている 80。  
 
１ . アジアにおいて大学は国，地域のイノベーション推進の核である。  
２ . アジアの大学における産学官連携推進は，大学における第三の重要な使命であ
る。  
３ . アジアの産学官連携（支援）モデルは米国に倣っている。  
４ . アジアの大学における産学官連携では大学発ベンチャー創出の位置づけが大き
い。  
５ . 大学が海外の優れた技術等の取り込みを促進するハブとなっている。  
６ . アジアの大学にとっても地域貢献は最重要課題であり具体的対応をとっている。  
７ . アジアの大学の産学官連携成功は大学の姿勢と人材が鍵である。  
８ . アジアの大学の産学官連携，支援システム・手法は着実に進歩向上している。  
                                                   
79 九州大学知的財産本部 ,「アジアにおける産学官連携支援に関する調査研究」 ,2009,p.110. 















の支援や大学等の研究戦略を主に担当するとされる  URA(University Research 
Administrator)は類似職種であり，重複する業務も少なくないが，本稿では地域の中





                                                   
81 全日本地域研究交流協会 ,「『科学技術コーディネータの調査・報告』に関わる報告書」 ,2004. 










と比較すると全米大学技術移転マネージャ協会 (AUTM：Association of University 
Technology Managers）の登録人数が約 3,200 名となっており，日米間の支援人材数
は概ね２倍程度の差があると考えられる。これに加えて，先に述べた通り米国の大学
では研究を支援する RA が配備されており，RA の全米組織である全米リサーチアドミ
ニ ス ト レ ー タ 会 議 （ NCURA ： National Council of University Research 
Administrators）には 2008 年の段階で 7,000 名を超える RA が会員として登録されて
いる 86。一部には AUTM と NCURA の両方に登録している者がいると考えられるが，
大学等の研究機関において研究活動を支援する専門職の人口が日本と比して大きいこ
とは間違いない 87。  
 日本において支援人材が最初に制度化されたのは，現在の JST（当時は科学技術振
興事業団）が 1996 年から開始した「地域研究開発促進拠点支援事業」（以下「RSP 事
業」という）であったとされる 88。1996 年には「RSP 事業」実施地域として，北海道，
岩手，山形，静岡，愛知，広島，福岡の７地域が選定され，それぞれ１名の「新技術





                                                   
86 Roberts, Thomas J., Garrett Sanders, and William Sharp, NCURA: The Second Twenty-Five 
Years, NCURA, 2008. 
87 日米の研究支援職の絶対数を単純比較することが妥当かについてここで立ち入って検討することは
しないが ,平成 19 年度の科学技術白書から日米の大学所属研究者数を比較すると ,日本 36 万人に対して
米国 14.7 万人であり ,大学所属研究者の数では米国よりも日本の方が多い。これは米国では日本に比べ
て民間企業の研究者の割合が大きいことによる。それにも関わらず研究支援職の数では米国が日本を圧
倒していることは指摘できる。  









かる。「RSP 事業」は「ネットワーク構築型 RSP 事業」と「研究成果育成型 RSP 事業」


















名との回答が多い。年齢分布をみると図２ -７に示すように 50 歳以上が８割を占めて
いる。年齢分布に関しては細谷（2010）で行われた 207 機関 541 名に対するアンケー












                                                   
















県・市, 1% その他, 4% 
51
  
図２-７ 支援人材の年齢別分布（n=1055）  
（財）全日本地域研究交流協会（2007）より作成。  
 
近年では米国に倣って RA を導入する大学も増えつつあり，文部科学省は 2011 年か
ら「リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保するシステムの整備」事












29歳未満, 2% 70歳以上, 5% 
52
 












































表２-２ 中小企業との共同研究実績（件数ベース）・上位 50 校（2008 年度実績）  
  












大学数  14 32 ２  ０  ２  ０  
件数  1081 1668 110 ０  96 ０  
割合  37% 56% ４% ０% ３% ０% 














                                                   
90 清水義弘編 ,『地域社会と国立大学』 ,東京大学出版会 ,1975,p.19. 

















で減額が続いている。国立大学法人の運営費交付金額の推移を図２ -８に示す。  
 
                                                   
92 前掲書 ,p.20. 
93 たとえば天野郁夫 ,『国立大学・法人化の行方』,東信堂 ,2008.や天野郁夫 ,「国立大学の構造分化と地
域交流」 ,『国立学校財務センター研究報告』 ,6,2002.など。  
56
 



















いては旧帝国大学を中心とする上位 10 大学が占める割合が 40％を超えており，残っ
た 60％弱を地方国立大学が分け合う構図となっている。運営費交付金の分配状況を図
２ -９に示す。  
 
図２-９ 国立大学法人運営費交付金の分配状況（2012 年度）  

















































                                                   
94 島一則 ,「国立大学システムの機能に関する実証研究」 ,（独）経済産業研究所 ,2009. 
95 科学技術振興機構研究開発戦略センター ,「我が国における研究費制度のあり方に関するアンケート















































本（2012）はこれを整理し，「大学開放機能」を分類・例示している 97。図２ -11 に「大
学開放機能」を介した大学の機能モデルを示す。  
                                                   
96 南学 ,「エクステンションを軸とした大学の地域貢献の可能性」 ,『大学財務経営研究』,5,国立大学財
務・経営センター ,2008. 


















                                                   


























１  13 ２  北九州市立大学  公立  北九州市  85.９  
２  13 ８  宇都宮大学  国立  宇都宮市  85.１  
２  ６  23 信州大学  国立  長野県松本市  85.１  
４  １  35 群馬大学  国立  前橋市  84.９  
５  ８  14 茨城大学  国立  水戸市  83 
６  79 47 山口大学  国立  山口市  80.６  
７  59 31 名古屋大学  国立  名古屋市  80.１  
８  23 11 熊本大学  国立  熊本市  79.８  
９  ４  124 大阪市立大学  公立  大阪市  79.６  
10 102 95 神戸大学  国立  神戸市  79 


























                                                   
99 「平成 25 年度  概算要求の概要 6」 ,文部科学省報道資料 09-6,2012. 










の少なくとも 50%以上が中小企業との協力体制で実施されていることが分かる。  
中山らは 1995～2002 年度に大学等機関 (国立大学，大学共同利用機関，国立高等専
門学校 )と共同研究を実施した実績のある企業のうち中小企業が占める割合を分析し，
「大都市圏では中小企業の割合が低くなり，逆に地方圏で割合が高くなっている」こ
とを明らかにしている 102．また，中山らは 47 都道府県を「北海道」「東北」「関東」「東
京」「甲信越・北陸」「東海」「関西」「中国」「四国」「九州・沖縄」に地域区分し，そ
の地域区分内での連携を分析しており，これによれば「同一地域区分内の連携比率は，






                                                   
101 本稿でいう中小企業とは特記が無い限り中小企業基本法第 2 条で定められる範囲「製造業・その他
の業種：300 人以下又は 3 億円以下 ,卸売業：100 人以下又は 1 億円以下 ,小売業：50 人以下又は 5,000
万円以下 ,サービス業：100 人以下又は 5,000 万円以下」の企業を指す。  
102 中山保夫 ,細野光章 ,長谷川光一 ,永田晃也 ,「産学連携データ・ベースを活用した国立大学の共同研究・
受託研究活動の分析」 ,文部科学省科学技術政策研究所 ,2010,p.28. 
103 中山保夫 ,細野光章 ,福川信也 ,近藤正幸 ,「国立大学の産学連携 :共同研究（1983 年－2002 年）と受託





小企業が参画する産学官連携の影響は日本経済全体にとって重要であるといえる 105。  













                                                   
104 中小企業庁 ,「産業別規模別事業所・企業数（民営 ,非一次産業 ,2009）」 ,2009. 
















































全体として増加しており，無視できない規模になっている。   
 
 








































                                                   
106 高津義典 ,「産学等連携研究の実態」 ,『研究技術計画』 ,20(1),2005,p.87. 
70
表２-４ 中小企業の成長ステージ別資金調達状況 
   研究開発への取組み  
資金調達が  資金調達が  
できている  できていない  
成長初期  
研究開発に取り組む  61.30% 38.70% 
研究開発に取り組んでいない  83.00% 17.00% 
成長・拡大期  
研究開発に取り組む  87.90% 12.10% 
研究開発に取り組んでいない  94.10% 5.90% 
安定期  
研究開発に取り組む  97.40% 2.60% 
研究開発に取り組んでいない  97.10% 2.90% 
全期合計  
研究開発に取り組む  93.90% 6.10% 
研究開発に取り組んでいない  96.00% 4.00% 
「中小企業白書 2009 年版」をもとに作成。  
 
科学技政策研究所（2010）では，従業者数  10 名以上の農林水産業，鉱工業，建設
業，一部のサービス業に属する企業 331,037 社から 15,871 社を抽出し，4,579 社から






いといえる 108。  
一方，図２ -15 に示すように，中小企業が技術移転の受諾を受ける際の課題として挙
げている理由のうち上位を占めるのは，「自社のビジネスに適用するための人材・ノウ
                                                   

























図２-15 「技術移転受諾に当たっての課題」への回答  








                                                   
110 JST「技術移転に係わる目利き人材育成研修プログラム」（2009 年 7 月 6 日開催） ,及び「イノベー
ションジャパン 2009」内「オープン・イノベーションに対応した産学官連携の在り方について」（2009











































                                                   
111 文部科学省の「平成 19 年度  大学等における産学連携等実施状況について」によれば ,共同研究件数・
受託研究件数とも上位 10 大学中 7 大学がいわゆる「旧帝国大学」である。  
74


















月にかけて静岡～長野～富山以西の 31 自治体に対して依頼状を送付し 15 府県からウ
ェブ上で回答を得た。さらに 2011 年８月に東日本の 16 自治体に依頼状を送付し８自




                                                   


























図２-16 支援人材の配置先  
 

















































                                                   
113 Merton, R. K., "The Matthew Effect in Science", Science 159, 1968. 
78
 
図２-18 具体的な支援内容（複数回答可）  
 







































































第３章 地域の産学官連携支援機能を活用した支援制度  



















ために必要な「概念実証・性能検証（POC：Proof Of Concept ）」を実施することで




図３-１ 「支援機能活用型支援制度」の例  
著者作成。 
 
























方勤務を経験した JST の職員と JST 東京本部で事業全体を統括していた課長級の職員
に対してヒアリング調査を行った 2。  
                                                   
1 依田達郎 ,野呂高樹 ,「日米欧におけるギャップファンドの活用実績等に関する調査報告書」 ,（財）未
来工学研究所 ,2011,p.1. 


























                                                                                                                                                                    
員（当時の所属と職階。以下同じ），JST イノベーションプラザ・サテライト事務局長 A，B，C，D で





































































































                                                   















３ -２ 支援人材活用型支援制度の系譜  
日本において「支援人材活用型」を運用してきたのは主に JST である。そこでここ
では JST の制度を中心として「支援人材活用型」の支援制度について系譜を整理する。  
日本において支援人材を明確に支援制度のスキームに組み込んだものとしては，
JST（当時は科学技術振興事業団）による「地域研究開発促進拠点支援（RSP）事業」














年間 10 件程度の研究課題に対して最大 200 万円程度の支援を行うことができた。この
ことから「RSP 事業」は地域における萌芽的な研究シーズを見出し実用化に向けた研
究開発費を支援するに当たって支援人材を活用した制度の先駆けであったといえる。  









けた試験研究費（１課題あたり約 100 万円～200 万円 /１年度）を大学等研究者や企業
に提供して，実用化に向けて推進する仕組み」であった 7。科学技術コーディネータは
自身の「目利き」で支援課題を推薦し，各プラザの館長がプログラムオフィサー（PO：
Program Officer）として推薦を承認する形式をとった。  
2005 年度には JST の地域拠点に JST イノベーションサテライト（以下サテライト
                                                   
4 2001 年度から 2005 年度までは「産学官連携支援事業」として実施。  
5 2007 年 4 月以前の名称は研究成果活用プラザ。  
6 科学技術振興機構 ,『産学官連携イノベーションに向けた挑戦』 ,2012,p.17. 
7 前掲書，p.19. 
92
という）が加わった 8。2005 年度に岩手県，新潟県，高知県，宮崎県，2006 年度に茨
城県，静岡県，滋賀県，徳島県にそれぞれサテライトが設置された。サテライトはプ
ラザの「設置道府県外からも設置の要望を受け，地域ニーズに応じたきめ細やかな産


















                                                   
8 2007 年 4 月以前の名称は JST サテライトであった。  
9 科学技術振興機構 ,『JST 地域事業 15 年史 1996-2010』 ,2011,p.8. 
10 2007 年度の名称は「シーズ育成試験」であった。  
11 JST 地域事業推進部担当者へのインタビューによる。  
12 年を経るにつれて JST 所属コーディネータが申請者となった課題の数は減少しているものの，最終
募集年度となった 2009 年度でも 321 件の課題で JST 所属コーディネータが申請者となっている。特に
「発展型」では JST 所属コーディネータによる申請が多く，採択率も際立って高い。  
13 このことは募集要項には記載されていないが，JST の制度説明会等の機会には口頭で説明されており，


























                                                   























                                                   
15 「地域ニーズ即応型」募集要項によれば「ここでいう中堅・中小企業とは，日本の法人格を有する，
資本金 10 億円以下の研究開発型企業を指します」とされる。  
16 「ニーズ即応型」募集要項によれば「ここでいう公設試等とは，原則，公設試験研究機関とし，産業
支援または科学技術振興を業務とする財団法人 (ただし，活動エリアが複数の都道府県に亘る機関を除
く )も含みます」とされる。  







性試験（200 万円 /年），タイプⅠ（200 万円～1,000 万円 /年），タイプⅡ（1,000 万円





図３-３ 復興促進プログラム（マッチング促進）のスキーム図  
JST 復興促進センターウェブサイトより。  
 
支援人材との共同申請であることや，地域の中小企業のニーズに対応する産学連携
体を支援することなど，「復興促進プログラム（マッチング促進）」は JST が RSP 事業
以来運用してきた「支援機能活用型支援制度」の様々なエッセンスを取り入れている。
                                                   
18 「復興促進プログラム（マッチング促進）申請要領」（2013 年 2 月版）  






























































































































図４-１ 「地域ニーズ即応型」のスキーム図  
JST ウェブサイトより。  
 
「地域ニーズ即応型」は地域の「中堅・中小企業」2を支援対象としており，運用上








                                                   
2 「ニーズ即応型」募集要項によれば，ここでいう中堅・中小企業とは「日本の法人格を有する，資本




初年度には２度の募集が実施された。その結果，全国から 878 件の申請があり 230 件
が採択された。全体では北海道（106 件）からの申請が際立って多く，次いで京都府
（61 件），大阪府（54 件），愛知県（53 件），滋賀県（45 件）までが上位５道府県で
ある。翌 2009 年度は１度のみの募集であった。全国から 466 件の申請があり 104 件
が採択された。都道府県別の申請数をみると，北海道が 36 件で最も多く，静岡県（29
件），岐阜県（28 件），京都府（26 件），大阪府（22 件）と続く。図４ -２に 2008 年度
から 2009 年度の都道府県別申請数の総計を示した。  
これ以降，本稿では２度渡って募集が行われたために申請数・採択数ともに規模の













図４-２ 都道府県別「地域ニーズ即応型」申請数（2008-2009 年度総計）  
JST「平成 21 年度地域ニーズ即応型データ分析報告書」をもとに作成。  




















































JST「平成 20 年度地域ニーズ即応型データ分析報告書」より。  
105
表４-２ 「地域ニーズ即応型」採択課題の一例  
 


































































































                                                   

























表４-３ 「地域ニーズ即応型」調整役機関応募数上位 11 機関  
 








































                                                   



















図４-３ 「地域ニーズ即応型」採択課題のネットワーク  
  
113
表４-４ 「地域ニーズ即応型」採択機関の次数上位21機関  
順位  次数  機関名  
1 33 北海道立工業試験場  
2 18 北海道大学  
2 18 静岡県工業技術研究所  
4 17 愛知県産業技術研究所  
4 17 兵庫県立工業技術センター  
6 15 滋賀県工業技術総合センター  
7 14 岩手大学  
7 14 京都工芸繊維大学  
9 13 三重県工業研究所  
10 12 茨城県工業技術センター  
10 12 長野県工業技術総合センター  
10 12 京都府中小企業技術センター  
13 11 宮城県産業技術総合センター  
13 11 富山大学  
13 11 福井県工業技術センター  
13 11 大阪府立産業技術総合研究所  
13 11 徳島県立工業技術センター  
18 10 財団法人十勝圏振興機構  
18 10 地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター  
18 10 福井大学  















図４-４ 「地域ニーズ即応型」採択機関の次数分布図  
 
                                                   
5 Newman, M.E.J., "The Structure and Function of Complex Networks" Social for Industrial and 

















図４-５ 「地域ニーズ即応型」採択機関の次数分布図（対数）  
 
以下では大規模な４つのコンポーネントを図４ -３の左上から各々ネットワーク

































































































































４ -４ 「地域ニーズ即応型」利活用状況の定量分析  

















ャピタルは現状では十分な水準にあるとは言えない」と結論付けている 8。  
先述の通り本稿では相対的に支援制度の効果が高いと予想される中小企業への支援
制度を分析対象とした。地域の科学技術もしくは産学官連携活動を統計的に扱った先
                                                   
6 斎藤尚樹 ,前田昇 ,計良秀美 ,杉浦美紀彦 ,俵裕治 ,岩本如貴 ,「地域イノベーションの成功要因及び促進政
策に関する調査研究－『持続性』ある日本型クラスター形成・展開論－」,文部科学省科学技術政策研究
所 ,2004,pp.35-37. 
7 三橋浩志 ,「地域イノベーションの代理指標としての TFP に関する研究」 ,文部科学省科学技術政策研
究所 ,2010,p.52. 
8 川島浩誉 ,川島啓 ,「ソーシャル・キャピタルと地域科学技術イノベーション－『信頼』から見る地域






















                                                   
9 科学技術振興機構地域事業推進部 ,「平成 20 年度地域ニーズ即応型データ分析報告書」 ,2009，p.21. 
126
 
図４-11 都道府県別「地域ニーズ即応型」申請数（2008 年度）  
JST「平成 20 年度地域ニーズ即応型データ分析報告書」をもとに作成。  



















































 図４-12 都道府県別「地域ニーズ即応型」申請数と中小企業立地数との比（2008 年度）   
JST「平成 20 年度地域ニーズ即応型データ分析報告書」をもとに作成。  








































































                                                   
























「研究者一人当たりの内部使用研究費」から 2005 年度から 2008 年度への増減率を算
出して用いた。同様に「科学技術研究調査」の 2008 年度データから「受け入れ研究費
（施設数）」を選び，これを外部資金の受け入れ態勢の代理変数とした。なお「受け入
                                                   














JST の地域拠点については 2006 年度末時点における都道府県ごとの設置の有無を


























果を測定する際に「最もオーソドックスな手法とみなされている」のが TFP である 13。  










                                                   
13 吉川洋 ,安藤浩一 ,宮川修子 ,「プロダクト・イノベーションと経済成長  PartⅡ：需要創出における中
間投入の役割」 ,（独）経済産業研究所 ,2011,ｐ .2. 
132
表４-５ 変数一覧  
変数名（単位）  分類  
「地域ニーズ即応型」申請数 （件）   被説明変数  
研究者１人当たり内部使用研究費増減率  （％）（2005-2008）  支援機関財政状況  
外部資金受け入れ施設数 （箇所）   地域研究支援リソース  
ソーシャル・キャピタル指数（2003）   地域社会環境  
研究を行っている施設数 （箇所）   地域研究リソース  
公営施設研究者数 （人）（2006）   地域研究リソース  
全要素生産性   地域社会環境  
中小企業数 （社）（2006）   地域社会環境  
JST 地域拠点の有無   地域研究支援リソース  
JST 地域拠点（重み付け）   地域研究支援リソース  
産学官連携従事者数（人）（2012）   地域研究支援リソース  
特記無い場合 2008 年のデータ。 
 
 
以上のように，表４ -５に整理した 10 種類の変数を説明変数とし「『地域ニーズ即応
型』への申請数」を被説明変数とした。各変数を都道府県別に設定し「『地域ニーズ即
応型』への申請数」の地域差を説明することを試みた。   
 
４ -４ -２ 分析結果  
まず選定した 10 変数と「地域ニーズ即応型」申請数との相関に注目する。表４-６











-13 に示す。  
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表４-７ 各変数の記述統計量  
  変数名  平均値  標準偏差  N 




-2.97 10.41 47 
2 外部資金受け入れ施設数（箇所）  7.67 3.86 47※  
3 ソーシャル・キャピタル指数（2003）  .00 .62 47※  
4 研究を行っている施設数（箇所）  10.09 4.34 47 
5 研究者数（人）  328.84 152.89 47※  
6 全要素生産性（TFP）（2006）  .01 .03 47 
7 中小企業数  (2006)（社）  89313.17 86478.06 47 
8 JST 地域拠点の有無  .34 .48 47 
9 JST 地域拠点（重み付け）  .34 .19 47 
10 産学官連携従事者（人）  34.55 33.44 47 
※変数 1,2,5 は元データに欠損があるため欠損値を系列の平均値で補完  
特記無い場合 2008 年のデータ。 
































重回帰式を得た。重相関係数は .846，決定係数 R2 は .715 となった。各説明変数への
標準化係数
偏回帰係数 標準誤差 標準偏回帰係数 許容度 VIF
(定数) -15.834 4.136 -3.828 .000
公営施設研究者数 .054 .013 .435 4.234 .000 .683 1.464
外部資金受け入れ施設数 1.577 .495 .321 3.187 .003 .711 1.406
















検出されたものとも考えられる。分析結果とパス図を図４ -15 に示す。  
  




偏回帰係数 標準誤差 標準偏回帰係数 許容度 VIF
(定数) -20.201 4.153 -4.865 .000
公営施設研究者数 .034 .015 .274 2.306 .026 .480 2.081
外部資金受け入れ施設数 1.385 .517 .282 2.676 .011 .612 1.634
JST地域拠点（重み付け） 36.012 9.407 .368 3.828 .000 .735 1.361






図４-15 分析２：分析結果のパス図と回帰式  
 
以上のように「分析２」では JST の地域拠点の実情により近い変数を導入した結果，









資金受入れ施設数」へのパスの標準化係数は β＝ .471，有意確率は p<.001 であった。







事者数」へのパスを描いたところ，標準化係数 .111，有意確率は p<.448 となりこの経
路では有意な媒介効果は確認されなかった。  
 


























































































































                                                   
16 林聖子 ,「公設試における産学官連携による地域振興」 ,『産業立地』 ,2006 年 7 月号 .  
17 林聖子 ,「イノベーション創出のための公設試と大学の産学官連携強化による地域振興への一考」,『産
業立地』 ,2007 年 9 月号 .  
















                                                   












明示されていた。支援期間は１年度であり，支援金額は 200 万円／年度であった 1。「シ
ーズ発掘試験」のスキームを図５ -１に示す。  










ディネータとのネットワークを深めることができた」と評価している 3。  
 
                                                   
1 2008 年度から募集が開始された「シーズ発掘試験Ｂ（発展型）」では 500 万円／年度とされた。  
2 平成 17 年度の名称は「シーズ育成試験」であった。  
3 科学技術振興機構 ,『産学官連携イノベーションに向けた挑戦』 ,2012,p.19. 
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図５-１ 「シーズ発掘試験」のスキーム図  
2009 年度「シーズ発掘試験」募集要項より。  
 
図５-２ 「シーズ発掘試験」の申請数及び採択数の推移  
2005～2009 年度「シーズ発掘試験データ分析報告書」をもとに作成 4。  
                                                   
4 2005 年度は「シーズ育成試験データ分析報告書」。  
発掘型 発展型 発掘型 発展型 
2005 2006 2007 2008 2009
申請数 3,752 5,621 6,018 6,454 512 8,179 521
採択数 776 1,008 1,250 1,332 55 2,122 164






































図５-３ 都道府県別の「シーズ発掘試験」申請数（2005 年度～2009 年度）  
JST「シーズ発掘試験データ分析報告書」（2005～2009 年度版）をもとに作成。  
















































2005 2006 2007 2008 2009
件 
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５ -２ 「シーズ発掘試験 A（発掘型）」利活用状況の定量分析  
５ -２ -１ 変数の設定  








その際に使用した変数は表５ -１の通りである。  
 
表５-１ 変数一覧  
変数名（単位）  分類  
「シーズ発掘試験Ａ（発掘型）」申請数（件）  被説明変数  
 大学教員数（人）  研究リソース  
 公営施設研究者数（人）  研究リソース  
 中小企業数（社）  地域社会環境  
 JST 地域拠点の有無  地域研究支援リソース  
 JST 地域拠点（重み付け）  地域研究支援リソース  
 （2003）ソーシャル・キャピタル指数  地域社会環境  
 （2006）全要素生産性  地域社会環境  
 （2012）産学官連携従事者数（人）  地域研究支援リソース  





被説明変数は「シーズ発掘試験 A（発掘型）」の 2009 年度申請数 8,179 件のうち「平

















用いる。「JST 地域拠点（重み付け）」では JST の各地域拠点ごとに設置自治体に 0.5












2009 年度の申請数 7,390 件の都道府県別分布を示したのが図５ -４である。北海道，
愛知県，大阪府の申請数が 500 件を超えて目立って多く，山陰や福岡を除く九州が比





図５-４ 都道府県別の「シーズ発掘試験 A（発掘型）」申請数（2009 年度）  
JST「平成 21 年度シーズ発掘試験データ分析報告書」から作成。  

























































相関がみられる。「TFP 指数」には有意な相関はみられなかった。  
 
表５-２ 変数の記述統計量  
  変数名 平均値  標準偏差  N 
  「シーズ発掘試験Ａ（発掘型）」申請数（件） 157.23  130.67  47 
1 大学教員数（人）  3660.40  7002.47  47 
2 公営施設研究者数（人）  262.45  135.76  47 
3 中小企業数（社）  89164.23  86986.56  47 
4 JST 地域拠点の有無  0.34  0.48  47 
5 JST 地域拠点（重み付け）  0.34  0.19  47 
6 ソーシャル・キャピタル指数（2003）  0.00  0.62  47 
7 全要素生産性（2006）  0.01  0.03  47 
8 産学官連携従事者数（2012）（人）  34.55  33.44  47 
特記無い場合 2009 年のデータ。  
 
































































































































































































































































































































































































































を説明変数としてステップワイズ法（変数投入 p < .05，変数除去 p > .１）による重回
帰分析を行い，３つの説明変数による重回帰式を得た。これを「分析１」とする。重
相関係数は .860，決定係数 R2 は .740 となった。各説明変数への重みを表５ -４に示す。  
「分析１」の結果から「シーズ発掘試験」の申請数に対しては，「公営施設研究者数」
（β=.488，p<.001），「産学官連携従事者数」（β=.362，p<.001），「JST地域拠点」（β=.271，
p<.005）が正の影響を及ぼしていることが示された。パス図と回帰式を図５ -５に示す。  
 





図５-５ 分析１：パス図と回帰式  
  
標準化係数
偏回帰係数 標準誤差 標準偏回帰係数 t 値 有意確率 許容度 VIF
(定数) -40.104 22.148 -1.811 .077
公営施設研究者数 .470 .086 .488 5.466 .000 .759 1.318
産学官連携従事者数（2012） 1.416 .345 .362 4.103 .000 .775 1.290




数でステップワイズ法（変数投入 p < .05，変数除去 p > .１）による重回帰分析を行っ
た。これによって JST の地域拠点の管轄地域を反映した場合との比較を行うことがで
きる。結果として３説明変数による重回帰式が得られた。これを「分析２」とする。
重相関係数は .859，決定係数 R2 は .738 となった。各説明係数の結果を表５ -５に示す。  
「分析２」の結果から「シーズ発掘試験」の申請数に対しては，「公営施設研究者数」
（β=.416，p<.001），「産学官連携従事者数」（β=.440，p<.001），「JST地域拠点」（β=.279，
p<.005）が正の影響を及ぼしていることが示された。パス図と回帰式を図５ -６に示す。  
 





図５-６ 分析２：パス図と回帰式  
 
標準化係数
偏回帰係数 標準誤差 標準偏回帰係数 t 値 有意確率 許容度 VIF
(定数) -71.231 24.631 -2.892 .006
公営施設研究者数 .400 .094 .416 4.280 .000 .645 1.550
産学官連携従事者数（2012） 1.717 .344 .440 4.995 .000 .787 1.270





















を経由する経路が標準化係数 β＝ .280，有意確率 .047 であり 5％水準で有意となった。
一方「分析２」では「JST 地域拠点（重み付け）」から「産学官連携従事者数」を経由
する経路が標準化係数 β＝ .111，有意確率 .446となり，有意な影響は認められなかった。






５ -２ -３ 「シーズ発掘試験」運用状況のヒアリング調査  








１ . JST 東京本部の課長級職員（当時の所属と職階。以下同じ）  
２ . JST イノベーションプラザ・サテライト事務局長 B 
３ . JST イノベーションプラザ・サテライト事務局長 A 
４ . JST イノベーションプラザ・サテライト事務局長 C 
５ . JST イノベーションプラザ・サテライト事務局長 D 
 
【ヒアリング実施日時】  
2013 年２月４日 事務局長 A，B 
2013 年２月 26 日 事務局長 C 



















的な運営責任者であった。事務局長のヒアリングに当たっては，全国に 16 あった JST
イノベーションプラザ・サテライトのうち，2009 年度の「シーズ発掘試験 A（発掘型）」
の申請数が全国で１位であった JST イノベーションプラザ東海，同２位の JST イノベ
ーションサテライト茨城と，採択率が全国一位であった JST イノベーションサテライ









                                                   













































































































200 万円（の申請のための作業）を 10 件カチャカチャ打たなきゃいけない

















































                                                   































































































































































































































































































































































第６章 支援制度を利用した研究開発プロジェクトへのヒアリング調査【要約版】 1 
６ -１ 対象事例の概要  










この研究開発は C 大学の A 教授を中心として実施されたものであり，現在では研究成
果が製品化に至っている。  
  
６ -１ -２ 研究開発の経緯  






                                                   
1 本章で扱うヒアリングは公開を前提としたものではなかったため，個人や組織が特定される情報を除
いた要約版とした。  
2 ヒアリングは 2013 年 3 月 7 日に A 教授，B コーディネータの別個に実施した。  
180
った「育成研究」へと移行し，後に実用化に至った。  








と言っていただいた，というのが，始まる前の経緯です。（A 教授）  
 
 A 教授に最初にアプローチしたのは JST 所属のコーディネータであった。A 教授は
この申請のキーパーソンとして JST 所属のコーディネータの名前を挙げており「シー
ズ発掘試験」の利活用において JST 所属コーディネータが果たした役割は大きい。  
「シーズ発掘試験」の申請には制度上「コーディネータ等」の関与が必須となって
いたことは既に述べたが，申請書の作成に当たっては A 教授と JST 所属コーディネー















ださいよと。落ちて元々ですよと。（B 氏）  
 










たと考えられる。さらに JST 所属のコーディネータが A 教授を積極的にサポートして












というご紹介だった。（A 教授）  
 
経済産業省の「地域新生コンソーシアム研究開発事業」は１年目が１億円，２年目







った。A 教授は「研究費は当時で，多分（年間）40 万，（中略）今は 30 万なんですけ
ど。何かやるためにはお金取らざるを得ないというところがあるんです」と回答して











良いんじゃないんですか」というご説明もあったので。（A 教授）  
 
 ５-２ -３での JST 担当者へのヒアリングでも触れられたように，「シーズ発掘試験」
には JST の支援スキームへの入り口としての役割があった。A 教授はそれを理解して
「シーズ発掘試験」を利用していたのであり，それを導いたのは JST の支援制度全体
を熟知した JST 所属コーディネータであった。  
 














































僕は思います。（A 教授）  
 
一方で，産学官連携の経験を積んだ研究者と大企業との連携には支援人材が「却っ



























ますよ」というその説明。（A 教授）  
 








（B 氏）  
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ヒアリングに対して A 教授も B 氏も相互の信頼関係に言及しており，良い関係が築
かれていることが伺われた。  































JST 担当者が危惧した外部資金の獲得が目的化することを避けることにも繋がる。  
本稿では支援人材に加えてファンディング機関の地域拠点が担う機能の重要性につ































いうところはきめ細かい情報を得ることができました。（B 氏）  
 









という話もいただきます。（B 氏）  
 
 当時常勤のコーディネータは B 氏ひとりだけであり，学内のすべての研究者を把握
することは困難であった。２ -３で触れたようにこの状況は多くの大学で現在も変わっ
ていない。  






























































                                                   
3 科学技術振興機構研究開発戦略センター ,「我が国における研究費制度のあり方に関するアンケート調







































































































































                                            











５万円から 24 万円と設定されている2。募集要項に掲載されている 2011 年度の G-TEC 受講状況
をみてみると，受講者の所属は大阪大学の学生が 39%で最も多く，大学勤務者 28％，民間企業勤
務者 15％，公的機関勤務者 11%と続く。満足度調査では「大変満足」が 50％，「ある程度満足」
が 50％と非常に高い満足度を達成している。受講者の年齢層も若く，20 代と 30 代の合計が全体














































































                                            
3 Reichheld, Frederick F., The Loyalty Effect: The Hidden Force Behind Growth, Profits, and Lasting Value, 
Harvard Business Review Press, 1996. 
203
る大学もある。例えば静岡大学イノベーション社会連携推進機構4は 2009 年度，2010 年度に「共
同研究に関するアンケート調査」を行い，報告書を公刊している。2010年度の報告書では 188件
























7 この項で対象となっているのは担当コーディネータが配置されていた 87案件である。 
8 前掲書，p.44. 
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付録 自治体の産学官連携支援体制・制度に関するアンケート  
 
1. 調査対象  
（独）中小企業基盤整備機構「都道府県・高度化事業担当課（平成 22 年７月１日
現在）」にもとづき 47 都道府県の担当部局に回答を依頼し，Web 上のフォームか
ら回答を得た。  
 
2. 調査日  
東日本大震災の被災地に配慮し，２度に分けて実施した。  
静岡県・長野県・富山県以西の 31 府県 2011 年４月 28 日～５月 27 日  
静岡県・長野県・富山県以東の 16 都道県 2011 年８月８日～８月 26 日  
 
3. 回収率  
23 自治体（回収率 48.9％）  
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自治体が設置した財団等  21 
知事部局（公設試等を除く） ４ 





自治体が設置した財団等  19 
知事部局（公設試等を除く） 16 




研究・技術相談、研究機関とのマッチング等  22 
資金の一部補助  17 
マーケティング支援（販路開拓等）  12 
資金の全額補助  ５ 







エンスキャラバンの実施。※資金の全額助成制度には、上限あり。   








































 コーディネータの交流会を開催し補助金の情報共有や意見交換を実施。  
 平成 22 年度に設立した産学官連携組織の事務局 (事務局は大学に配置 )支援のた
めにコーディネーターを配置し、産学官連携プロジェクト企画の立案・推進を行う。  





 コーディネータネットワーク会議の開催    
 コーディネータネットワークブック(一覧)の作成、配布  
 おかやまコーディネータ連絡協議会等を活用した県内のコーディネータの連携促進  
 情報共有を重視し、県担当者、(公財 )わかやま産業振興財団のコーディネータ及び和
歌山県知的所有権センターの特許流通アドバイザーで、定期的な連携会議を開催し
ている。 
 やまぐち事業化支援・連携コーディネート会議を立ち上げ、産学公のネットワーク強化
やコーディネータ等の情報交換・共有などを行っている。  
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